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書評
白川一郎著『規！制緩和の経済学
ゴルヂィオンの結び目を解く一一』
神 保 郎
規制業種が全産業に占める割合がGDP換算でアメリカでは1988年に6.6パーセ
ントに低下しているのに，日本では依然として41.8パーセント (1990年）であると
言う。数多くの業種のうち約半数が何らかの意味において，政府の規制の下にある
のである。貿易黒字の累積や失業率の増大など，大きな経済問題が生じる度に，そ
れを解決する有力な手段として，注目を浴びて来たのが，規制緩和である。しかも
非常に興味あるのは，経済学者をはじめとする論者の間で，諸手を挙げて賛成する
グループと，反対するグループとの全く相反する意見に分かれている点である。こ
の書物は前者の立場から書かれたものであり，これらに法律的基礎を与えた行政の
仕組みやその裏話に可なりのページを割いていて，効果ある規制緩和が実施される
には，行政改革が何よりも必要としている。その点では，経済学と言うよりも「政
治経済学」あるいは「経済政治学」（？）のものと言った方が良いような書物である。
第1章は「なぜ，日本での規制緩和は進まないのか」となっており，ここで政府
規制を「経済的規制と社会的規制」分けているのは重要であろう。後者は生命の安
全性，職場の労働環境，環境問題に関するものであって，望ましい規制とも言うべ
きものである。市場の失敗に見られるように，これらの解決を市場に委ねた場合，
状況が悪化するのは明らかである。一方，競争を促進する立場からの規制もあり，
公正取引委員会の活動などをあげている。
ここで強調されているものに政府中央官庁の権限の強さがある。 1994年4月1日
に酒税法が改正されて地ビールなどの製造も可能になったけれども，その10条に「需
給関係を乱す場合には，大蔵省は免許を許可しなくてもよい」ことになっており，
これでは折角の規制緩和も何の意味もなくなると嘆いている。その条文を加えた目
的が税収の安定化の為と指摘するあたり，経済政策が国民の為ではなく税収を増加
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させる為であって結局は大蔵省の為でと言わんばかりの文章に著者の強い憤りを感
じる。
第2章は「アメリカ・イギリスの規制緩和の経験」となっており，日本よりも可
なり早くから規制を緩和して行った両国に，見習うべき点を探そうとしている。ア
メリカではフォード大統領の時代から，徐々に規制緩和が進行しているが，これが
大きく取り上げられたのはカーター大統領以後であり， 1978年の航空規制緩和法，
1980年の自動車輸送事業法など多くの法律が成立して，規制が緩和された。この効
果を消費者物価上昇率と失業率の単純合計であるミザリー・インデックスを使って
評価しようとしている。カバーしている期間が1970年から1982年と短いのと，この
ような単純な指標で評価できるのかどうか甚だ疑問である。この指数の一番小さい
数値は1972年の9.0であり，一番大きいのは1980年の19.6である。したがって，ここ
では規制緩和が経済活性化に大いに役立つと声高らかに謳い上げるのではなくて，
暗示するに留めている。
イギリスの場合は，それまでの社会福祉を重視した経済政策，政府・国営企業の
肥大化に基づく経済の非効率化に反対するサッチャー首相の政治哲学に根ざしてい
るものと考えている。イギリス方式での特徴はプライス・キップ制にあるとして，
国営企業などの製品価格設定に，そのコストを積み上げるのではなくて，生産性の
上昇に基づいて，企業利潤の増加が認められる方式に変えられたとしている。
何故，規制緩和が必要かの理論的根拠を簡単な需給曲線の図を使って説明してい
る。そこで完全競争市場の場合では（ただし著者は市場の構造については全く触れ
ていない）消費者余剰と生産者余剰を合計したものが最大になるので望ましいとし
ている。規制があって価格が高く固定されている場合には，全体の余剰が減少し，
望ましく無いとしている。前に社会福祉の物差しとして取り上げたミザリー・イン
デックスとの関係は残念ながら論じられていない。この書物では色々な社会福祉を
測定する指標が現れるが，全てが独立独歩で関連を説明はしてはいない。「情報の非
対称性」が市場の失敗の 1例として取り上げられ，アカロフのレモン市場が例とし
て出てくる。中古車市場では供給者と需要者の品質に関する情報の不平等から，結
局は市場は欠陥車によって埋まる事になる。アメリカでは，このような場合に対処
する為，欠陥車を規制する法律が制定されているとしている。これは需要側に十分
な情報が無いので起こる現象であるので，十分な情報を与える方策を考えるべきで
ある。寡占市場においては「コンテスタブル・マーケットの理論」の簡単な紹介が
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あるが，この方面で一番注目されている現代のゲーム理論に基礎を置いた議論は全
く無視されている。
第3章「日本の行政の実態を探る」では著者がかって勤務していた中央官庁の裏
話を数多く散りばめていて，なかなか説得力があるが，経済学的色彩の最も薄い章
である。公式の数字では人口1,000人当たりの公務員数は先進諸国の中では極端に少
ない。しかし，実際に主として業務を行っているのは，その下にある数多くの公益
法人であり，それを考慮すると実際の公務員数は可なりの人員となり，公務員の非
効率性が強調されている。また，「省益あれど国益なし」として，各省の利己的な行
動が国益を如何に損なっているかを具体的な例を示しつつ，結局は行政改革がなけ
れば規制緩和は成立しないと言う結論を導いている。このままの方が，各省の利権
を確保できるので規制を放棄しようとしないからである。
第4章は「なぜ，今，構造改革が必要なのか」となっていて，規制緩和が構造対
策に大きな成果をおさめた例として「EC1992年計画」をあげている。ただ，ここ
で言う経済構造とは何であるか，何の定義もないので戸惑う。構造と言う用語は色々
な意味で使われるから，先ず厳密な定義をしておく必要があろう。「構造的失業とい
うのは，景気の善し悪しに関係なく存在する失業である」とあるから，これは技術
的失業を指しているのであろうか。また，日本経済で「現在の物価下落というのは
明らかに，内外価格差を是正するという目的のために取られた政策の結果生じてい
る現象」であるとの主張が出てくる。これでは価格（その中に労働の価格である賃
金も含めるべきであろう）は全く政府が決定できるのであり，その効も罪も全て政
府の責任となる。むしろ日本の価格が何故諸外国と比べて高いのか，その原因を究
明すべきであろう。また，ここの議論は第2章で展開した需給で価格が決まるとし
たものと，どう結びつくのであろうか。「一般物価の下落は，基本的には消費者の実
質購買力の増大につながるものとして，積極的に評価すべき性質のものである」と
あるが果してそうであろうか。この条件が成立するためには， otherthings been 
equalであるのが必要でであり，物価が下落したが失業したのでは，実質購買力は増
加するであろうか。
第5章は終章で「規制緩和の経済効果」となっている。「著者自身の考えは，単純
な楽観論を強調するのもおかしいし，いたずらに悲観論を振りかざすのも間違いで
ある」としている。しかし，この問題は，多くの経済問題がそうであるように，楽
観論や悲観論ではなくて，どれだけ経済厚生（それをどのように測定するかの困難
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が付きまとうが）を増加あるいは減少させるかを測定するにある。アメリカ航空産
業の場合「規制緩和以前と比較して，航空事故の割合は減少したとの見方がおおか
たのコンセンサスではないかと思われる」として規制緩和の効果を称賛している。
「ゆらぎの理論」からの分析で明らかなように，航空事故はある期間に固まって起
こる傾向がある。ゆらぎ理論でその法則が完全に解明できたとは聞いてにないけれ
ども，その法則に基づいた分析結果でなければならないであろう。この本の著者は
何故このような主張が出来るのであろうか。経済効果を測定するのをマクロ的アプ
ローチとミクロ的アプローチに分け，後者について次のように述べている。「ミク
ロ・アプローチの基本的な考え方は第二章で述べた社会的余剰（消費者余剰，生産
者余剰）の計測にほかならない。」……「仮に九二年度の実質GDP(四二〇兆円）を
基準にすると，規制緩和によって五年間で三三・六兆円の GDPの増加が見込まれる
ということになる。この数字は，言うまでもなく消費者余剰•生産者余剰の合計で
ある社会的余剰の増大に相当する。」社会的余剰と GDPとはどのような関係にある
のであろうか。計測可能なGDPで社会的余剰や，その奥底にある経済厚生を測定で
きれば，経済学者は苦労しない。この 2つの概念の間に，どのようなone-to-one
mappingが可能なのであろうか。著者は全く触れていない。
規制緩和の問題は一見するよりは遥に困難な問題であるが，一方では，その効果
を一時でも早く確実に測定しなければならない現実問題でもある。「規制緩和」を考
える場合，現実の市場が完全競争市場か，あるいはそれに可なり近いと考える人達
は，諸手を挙げて賛成するであろう。殆どの経済問題は市場の価格メカニズムが解
決してくれるであろうし，その恩恵（災難）は万人に公平•平等に分配される。一
方，市場が不完全競争であるとみる人は，規制緩和の効果について可なりの疑問を
持っているであろう。不完全競争市場の場合はケース・バイ・ケースで異なり，ま
た性質の違う市場が複雑に入り交じっている。日本の市場はどちらであるか，一括
して論じられないであろう。また業種によっても大きな差がある。小売業は一般に
零細企業であり，その市場も完全競争に近い。しかし，地域的な分布を考慮に入れ
ると，独占的競争市場であって完全競争ではない。同じ小売業でも百貨店やスーパ
ーともなれば，その支店を全国に持ち，大企業どうしの寡占市場である。また，殆
ど議論されないが，その生産関数がincreasingreturn to scaleであるかconstant
to return to scaleであるかの点である。ある企業が前者の技術を持っておれば，経
済理論の教えるところに従って，市場は独占になるであろう。経済理論は主として
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constant returnの生産関数を仮定しているから，このような場合について殆ど議論
されていない。それと関連して注目すべきは，情報の価値が非凹の効用関数と生産
関数を持っている事である。情報は多く集まれば集まるほど，色々と操作して，ょ
り高い価値を生み出すであろうし，生産もし易くなる。また一度公表され，社会の
全ての人が持つようになれば，瞬時にして価値が無くなってしまうような特殊な財
貨である場合が多い。
日本のように規制が他の先進諸国と比べて極端に多いのも，やはり何かと問題が
あろう。まるで第二次大戦中であるかのような経済体制である。しかし，規制を外
した場合，それによって痛みを感じる人達のいる点にも十分に配慮して実施する必
要がある。また，独占にたいする予防も十分に整えておかねばならぬであろう。
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